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2004年 度神奈川大学共同研究奨励

後 藤 申イ

神奈川大学共同研究奨励制度 に基づ く2004年 度研究助成 の交付募集 が、 さる4月

9日 を提 出期限 と して行われ、国際経営研 究所 か らは、今 回1件 の助成 申請 を行 い

ま した。学内の9研 究所 ・セ ンターか ら合計13件 の研 究助成 申請が提 出 され、学長

を委員長 とす る審査会 での公聴会 と採択審査 を経 て、最終的 には4月22日 の理事会

において採否 の決定がな され ま した。

当研究所の 申請 に係 る共 同研 究プ ロジェク ト 「企業の コーポ レー ト ・ガバ ナンス

と経 営革新」(後 藤 伸 主査、研 究 メンバー6名 、期 間2年)に つ いては、 申請額

4,000千 円に対 して採択 額3,754千 円で研究助成 金の交付 が決定 され ま した。第1に

は、共 同研 究テーマ と期待 され る成果が 当該奨励研 究の 目的 に沿 うもので あると認

め られた こと、第2に は、研究計画(全 体基本計画 と年度実施計画)と 研究メンバー

の組織化 が周到 な もので ある と判 断 され た こ と、お よび第3に は、 申請 に至 るまで

の当該領域 での研 究集積が今後 の研 究の重要な基礎 とな ると理解 された こ と、の3

点が主な採択 の理 由となった よ うに思われ ます。

国際経営研究所の 申請 に基づ き交付決 定 された2004年 度共同研究奨励 プ ロジェク

トの研 究計画概 要は、以下の とお りであ る。

1研 究課題

2研 究期間

3研 究組織

「企業 の コー ポ レー ト ・ガバ ナ ン ス と経 営 革新 」

自2004年4月1日 ～ 至2006年3月31日(2年 間)

第1年 目 コー ポ レー ト・ガバ ナ ンス の概 念 と機 能 に 関す る研 究

第2年 目 コー ポ レー ト・ガ バ ナ ンス と経 営革 新 に 関す る研 究

研 究 代表 後藤 伸(経 営 学部 教 授 一経 営 学/経 営史)

三村 眞人(経 営 学部 教授 一商学/貿 易 商務)

海 老澤 栄 一(経 営学 部 教 授 一経 営 学/経 営 管理)
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4支 出予算

5研 究計画

石 積 勝(経 営 学 部教 授 一政治 学/国 際機 構)

関 口博 正(経 営 学 部助 教授 一会 計 学/国 際会 計)

照屋 行 雄(経 営 学 部教 授 一会計 学/財 務会 計)

申請 総 額4,000,000円

採 択 総 額3,750,000円(内 訳>2004年 度1,820,000円

2005年 度1,930,000円

〈2004年 度計 画 〉 研 究項 目:① 企 業 の経 営行 動 と企 業 統 治

② 企 業 行動 の社 会 的統 制

③CGの 意 義 と性 格

④CGシ ス テ ム の諸形 態

⑤CGシ ス テ ム の機能 と構 造

研 究 日程:04/4/1～04/8/31上 記 の ① と②

04/g/1～04/12/31上 記 の ③

05/1/1～05/3/31上 記 の ④ と⑤

〈2005年 度 計画 〉 研 究項 目:①CGと 各 種 ステ ー クホル ダー

②CGと 経 営 理 念 の革 新

③CGと 企 業 価 値創 造

④研 究 報 告 書 の構成 と分担

⑤ 報告 書 の 印刷 製 本 と報告 会

研 究 日程:05/4/1～05/6/30上

05/7/1～05/10/31上

05/11/1～06/3/31上

05/12/1～06/2/28上

06/3/1～06/3/31」 ヒ

己の①

己の② と③

己の③ と④

己の④ と⑤

己の⑤

本 研 究 の成 果 に よって 、 日本企 業 にお け る コー ポ レー ト ・ガ バ ナ ンスの独 自の あ

り方 や 方 向が 示 され る こ とを期待 したい 。
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